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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自平成17年
　９月１日
至平成18年
　２月28日

自平成18年
　９月１日
至平成19年
　２月28日

自平成19年
　９月１日
至平成20年
　２月29日

自平成17年
　９月１日
至平成18年
　８月31日

自平成18年
　９月１日
至平成19年
　８月31日

売上高 (千円) 5,202,9675,129,8185,592,80010,047,20810,386,465

経常利益 (千円) 1,381,7281,434,2311,583,2902,558,2852,743,916

中間(当期)純利益 (千円) 769,010 822,535 860,9601,393,7221,486,247

持分法を適用した場合の
投資損益(△は損失)

(千円) 12,284 △2,710 7,169 2,275 △6,022

資本金 (千円) 889,558 939,217 958,706 936,594 944,003

発行済株式総数 (株) 34,091,40034,552,20034,719,90034,524,00034,581,600

純資産額 (千円) 6,530,4517,593,6428,410,2187,178,7597,804,183

総資産額 (千円) 8,730,7939,838,59312,127,2528,982,10011,267,225

１株当たり純資産額 (円) 197.82 226.86 252.91 214.65 235.63

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 23.35 24.58 25.94 42.10 44.52

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) 22.94 24.46 25.84 41.49 44.27

１株当たり配当額 (円) － 6.00 7.00 12.00 14.00

自己資本比率 (％) 74.8 77.2 69.3 79.9 69.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,045,6961,034,0111,361,4061,385,5161,513,216

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △546,581△452,605△238,899△1,378,247347,054

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △309,668△394,350△526,554△217,349 733,200

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,673,7911,461,3204,463,6881,274,2643,867,735

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
345
(858)

339
(846)

336
(824)

335
(1,352)

342
(1,336)

(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

３．平成20年２月29日現在、1,473,573株の自己株式を保有しております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(株式会社明光ネットワーク

ジャパン)及び関連会社１社により構成されており、学習塾直営事業として明光義塾直営教室を経営すると

ともに、学習塾フランチャイズ事業として独自のフランチャイズシステムに基づき、加盟者と契約を締結し

継続的な教室運営、指導を行っております。また、その他の事業として、サッカースクール事業等を行ってお

ります。

当中間会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係

会社の異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年２月29日現在

従業員数(名) 　336 [824]

(注)　従業員数は就業人員であり、契約社員(16名)を含んでおります。なお、教室アルバイト講師等臨時雇用者数は、当中

間会計期間の平均人員(１日4.5時間24日間勤務換算)を［　］外数で記載しております。

　

(2) 労働組合の状況

当社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な輸出に牽引され、回復基調で推移しておりましたが、サ

ブプライムローン問題の長期化に伴う米国経済の減速による影響や、原油及び原材料の価格高騰等によ

る企業収益の停滞が予測され、景気の先行きに不安を残すところとなりました。更に、企業の賃金抑制の

姿勢が強まれば、個人消費の低迷が想定され、今後の景気は減速局面に推移するものと思われます。

当学習塾業界におきましては、少子化という社会的要因により市場規模が縮小するなか、生徒・保護者

ニーズの多様化、高度化がますます顕著になっており、付加価値の高い教育サービスの提供が強く求めら

れております。

それに伴い、学習塾業界はＭ＆Ａによる事業再編や、幼児・小学生低学年向け教育サービスの新規開

発、映像配信授業等による事業拡大を模索する企業が増えており、当業界は今後において加速度的に変化

するものと予測されます。

このような状況のもと、当社では、生徒・保護者に支持される付加価値の高い教育サービスの創出を図

るため、主として「人材育成」「教務力の強化」を永続的な経営課題として取り組んでまいります。

平成20年８月期では、生徒数の増加並びに新規教室開校のための重点施策として、

(ⅰ) 教育・研修制度の充実並びにこれらによる教室長及びスーパーバイザーのマネジメント力強化

(ⅱ) 「勉強の仕方」「勉強の教え方」等、指導方法の体系化・ツールの充実による「明光式個別指

導」の更なる強化

(ⅲ) 個別指導塾「明光義塾」が提供する教育サービスの特徴及び優位性等を明確にしたブランドコ

ンセプトの確立、全国への浸透徹底

(ⅳ) 多様な地域への新規開設戦略の推進並びに既存教室・既存エリアの効率・適正化

等に取り組んでまいります。

さらに経営基盤の充実を図るための施策として、

(ⅰ) 新情報システムの稼動による業務プロセスの合理化、経営意思決定に有用な情報の即時提供等

(ⅱ) 実効性の優れた内部統制システムの構築及び運用

等に取り組んでまいります。

当中間会計期間につきましては、このような取り組みを基本とし、「笑顔溢れる教室づくり」「こころ

遣いのあるサービスの提供」等をコンセプトとした「ホスピタリティマインド」に溢れた組織文化の更

なる推進や、新規入会生徒の促進策として「明光義塾1,600教室達成記念」「春の４ＤＡＹＳ」等の各種

キャンペーンを企画、実施いたしました。

これらの結果、当中間会計期間の売上高は5,592百万円（前年同期比9.0％増）、経常利益1,583百万円

（同10.4％増）及び中間純利益860百万円（同4.7％増）となり、過去最高の経営成績を達成することが

できました。
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事業の種類別の業績は、次のとおりであります。

　

 (学習塾直営事業)

直営事業につきましては、前事業年度に引き続き、事業部内の組織管理の徹底、マネージャー・教室長

に対する教育体制の充実、並びに講師研修の強化等に取り組んでまいりました。

当中間会計期間では、教室長研修の強化として、「優秀教室長による講演」「生徒・保護者とのカウン

セリングの姿勢・技法の向上」「生徒の学習意欲を向上させるための施策」等、培ってきたノウハウの

浸透強化、顧客満足度の向上のために新たな研修・教育等を実施いたしました。

これらの取り組みが功を奏し、１教室当たりの平均在籍生徒数、新規入会生徒数は前年同期と比して好

調に推移いたしました。

また、最優先課題として掲げておりました直営事業の内部体制の強化策が結果をもたらしたことから、

従来において見合わせておりました新規開校を再開し、当中間会計期間におけて教室数は６教室増加し

ております。

これらの結果、当中間会計期間の売上高は2,897百万円（同10.5％増）、教室数は187教室及び在籍生徒

数は14,473名となりました。

　

 (学習塾フランチャイズ事業)

フランチャイズチェーン本部としての機能をより充実させるため、スーパーバイザーの指導力を向上

させるための研修、フランチャイズ教室の定例教室長研修の質的向上、並びにオーナー・エリア単位にお

ける具体的な施策の提案等に注力してまいりました。

教室展開面につきましては、主として地方を中心とした様々な地域への教室展開を図ってまいりまし

た。

なお、今後におきましても、教室クオリティを低下させないための開校基準を厳守するなかで、多面的な

開発戦略を推進してまいります。また、フランチャイズ教室は、当中間会計期間において42教室、増加して

おります。

これらの結果、当中間会計期間の売上高は2,652百万円（同7.4％増）、教室数は1,476教室及び在籍生

徒数は99,842名となりました。

　

 (その他の事業)

サッカースクール事業につきましては、５スクール（草加、所沢、越谷、青梅、さいたま）で営業活動を

展開いたしました。

主としてプロコーチ（ＦＩＦＡ「国際サッカー連盟」又は日本サッカー協会「ＪＦＡ」公認ライセン

ス等を所持）を中心としたハイクオリティな指導方針が認知されはじめ、生徒数は概ね順調に増加して

おります。

これらの結果、当中間会計期間の売上高は42百万円（同11.7％増）となりました。
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＜ご参考＞　明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売上高等の推移

　

回次 第23期(中間期) 第24期(中間期)

会計期間

自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日

自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日

経営成績他 前年同期比較 経営成績他 前年同期比較

明光義塾中間期末直営教室数 186 △3 187 ＋1

明光義塾中間期末フランチャイズ教室数 1,393 ＋92 1,476 ＋83

明光義塾中間期末教室数合計 1,579 ＋89 1,663 ＋84

明光義塾中間期末直営教室在籍生徒数　　　　　(名) 13,724 ＋444 14,473 ＋749

明光義塾中間期末フランチャイズ教室在籍生徒数(名) 95,750＋6,531 99,842＋4,092

明光義塾中間期末在籍生徒数合計　　　　　　　(名) 109,474＋6,975 114,315＋4,841

学習塾直営事業売上高　　　　　　　 　(百万円) 2,621 △79 2,897 ＋276

学習塾フランチャイズ事業売上高　　 　(百万円)※１ 2,470 ＋33 2,652 ＋182

その他の事業売上高　　　　　　　　 　(百万円) 38 △27 42 ＋4

売上高合計　　　　　　　　　　　　 　(百万円) 5,129 △73 5,592 ＋462

明光義塾直営教室売上高　　　　　　 　(百万円) 2,621 △79 2,897 ＋276

明光義塾フランチャイズ教室末端売上高 (百万円) 16,048＋1,042 17,729＋1,680

明光義塾教室末端売上高合計　　　　 　(百万円)※２ 18,670 ＋963 20,626＋1,956

※　１　学習塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品販売収入等を記載しております。

２　明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テスト料等の全売上高と、フランチャイズ

教室の入会金、授業料等の売上高を合計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売上高は

含んでおりません。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、法人税等の支払額582百万

円等の資金減少要因がありましたが、税引前中間純利益が1,502百万円（前年同期比4.9％増）と高水準

にあったこと等により、前中間会計期間末に比べ3,002百万円増加（同205.5％増）し、当中間会計期間末

には4,463百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、得られた資金は1,361百万円（前年同期比31.7％増）となりました。

これは主に、「明光義塾」事業が堅調に推移したことに伴い、税引前中間純利益が1,502百万円と高水

準にあったこと、並びに法人税等の支払額582百万円であったこと等によるものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は238百万円（同47.2％減）となりました。

これは主に、投資有価証券の取得による支出102百万円、並びに定期預金の純増加による支出額112百万

円であったこと等によるものであります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は526百万円（同33.5％増）となりました。

これは、長期借入金の返済による支出283百万円、並びに配当金の支払額266百万円であったこと等によ

るものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、生徒に対しての授業を行うことを主たる業務としておりますので、該当事項はありません。

　

(2) 商品仕入実績

当中間会計期間の商品仕入実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別の名称
当中間会計期間

(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前年同期比(％)

学習塾直営事業(千円) 105,500 102.6

学習塾フランチャイズ事業(千円) 548,044 107.0

その他の事業(千円) 796 44.6

合計(千円) 654,340 106.1

(注) １．金額は、実際仕入価格で表示しております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社は、生徒に対しての授業を行うことを主たる業務としておりますので、該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

当中間会計期間の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別の名称
当中間会計期間

(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前年同期比(％)

学習塾直営事業(千円) 2,897,330 110.5

学習塾フランチャイズ事業(千円) 2,652,663 107.4

その他の事業(千円) 42,806 111.7

合計(千円) 5,592,800 109.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

半期報告書

 7/57



３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当社は、当中間会計期間において、下記のとおり業務提携に関する契約を締結しております。

　

相手会社名 国名 契約年月日 業務提携の概要 契約期間

Eduplex
Education, Inc.
(エデュプレックス
社)

大韓民国 平成19年10月22日
エデュプレックス社をサブフランチャイ
ジーとして、当社の保有する学習指導シス
テム「個別指導」のノウハウを提供

現行5ヶ年

（注） 上記契約の当社が徴収する主な対価は、以下のとおりであります。

 (ⅰ) エデュプレックス社が個別指導教室を運営する加盟者から徴収したロイヤルティの10％

 (ⅱ) エデュプレックス社の直営教室のうち個別指導に係る売上高の１％

 (ⅲ) その他

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末より継続中である設備（情報システム）の新設について重要

な変更はありません。　

　

(2) 当中間会計期間において、前事業年度末より継続中である設備（情報システム）の新設について完了

したものはありません。

　

(3) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却及び売却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,405,000

計 72,405,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年５月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,719,90034,719,900
東京証券取引所
市場第一部

－

計 34,719,90034,719,900－ －

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年11月26日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 60 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 　－      　　 －       　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 36,000　　 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     　311(注)１同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年12月１日
至　平成20年11月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 　311
資本組入額　　　 156(注)２

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使
は認められない。

(2) 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいて、当社もしくは当
社の子会社・関連会社の
取締役もしくは従業員た
る地位にあることを要す
る。ただし、任期満了によ
る退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場
合には、喪失後２年間に
限り権利行使を認める。

(3) 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人はこれを
行使できないものとす
る。

(4) その他の権利行使の条件
は、新株予約権発行の取
締役会決議において定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １. 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額の総額は、行使価額に付与株式数を乗じた金額とする。

　　なお、新株予約権発行日後に、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整

されるものとする。

２. なお、上記(注)１に定める１株当たりの行使価額が調整された場合の資本組入額は調整後の行使価額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。
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②　平成16年11月26日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 1,880　　　 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －      　　 －       　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 564,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     　557(注)１ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年12月１日
至　平成21年11月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 557
資本組入額　　　 279(注)２

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使
は認められない。

(2) 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいて、当社もしくは当
社の子会社・関連会社の
取締役もしくは従業員た
る地位にあることを要す
る。ただし、任期満了によ
る退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場
合には、喪失後２年間に
限り権利行使を認める。

(3) 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人はこれを
行使できないものとす
る。

(4) その他の権利行使の条件
は、新株予約権発行の取
締役会決議において定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １. 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額の総額は、行使価額に付与株式数を乗じた金額とする。

　　なお、新株予約権発行日後に、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整

されるものとする。

２. なお、上記(注)１に定める１株当たりの行使価額が調整された場合の資本組入額は調整後の行使価額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。
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③　平成17年11月25日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 440 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －      　　 －       　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 44,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     　648(注)１同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月１日
至　平成22年11月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 　648
資本組入額　　　 324(注)２

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使
は認められない。

(2) 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいて、当社もしくは当
社の子会社・関連会社の
取締役もしくは従業員た
る地位にあることを要す
る。ただし、任期満了によ
る退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場
合には、喪失後２年間に
限り権利行使を認める。

(3) 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人はこれを
行使できないものとす
る。

(4) その他の権利行使の条件
は、新株予約権発行の取
締役会決議において定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １. 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額の総額は、行使価額に付与株式数を乗じた金額とする。

　　なお、新株予約権発行日後に、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整

されるものとする。

２. なお、上記(注)１に定める１株当たりの行使価額が調整された場合の資本組入額は調整後の行使価額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成18年12月13日取締役会決議

　
中間会計期間末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 230 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 　　－      　　 －       

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 23,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     　608(注)１同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年１月１日
至　平成23年12月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 　608
資本組入額　　　 304(注)２

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使
は認められない。

(2) 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいて、当社もしくは当
社の子会社・関連会社の
取締役もしくは従業員た
る地位にあることを要す
る。ただし、新株予約権を
行使することができる期
間の到来後に、任期満了
による退任又は定年退職
により係る地位を喪失し
た場合には、喪失後２年
間に限り権利行使を認め
る。

(3) 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人はこれを
行使できないものとす
る。

(4) その他の権利行使の条件
は、新株予約権発行の取
締役会決議において定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、取締役会の承認
を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）３ 同左

(注) １. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額は、行使価額に付与株式数を乗じた金額とする。
　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ
り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行及び自己株式の処分（新株予約権の行使によるものを除く）を行う
場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式に係る自
己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に読み替えるものとする。
また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて
行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。

２. なお、上記(注)１に定める１株当たりの行使価額が調整された場合の資本組入額は調整後の行使価額に0.5を
乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。

３．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。以下同じ。）、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転
（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合の新株予約権の取扱い
当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転をする場合、合併後存続する株式会社又は合併によ
り設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継す
る株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式
会社、又は、株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以
下の方針にて交付するものとする。ただし、以下の方針に沿う記載のある吸収合併契約、新設合併契約、吸収分
割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画の承認議案につき当社株主総会の承認を受けた場合に
限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。
(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の条件に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法は、組織再編行為の条件等を勘案の
うえ、上記（注）１に準じて決定する。

(5) 新株予約権を行使することのできる期間
上記表中に定める新株予約権を行使することのできる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のい
ずれか遅い日から、上記表中に定める新株予約権を行使することのできる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
残存新株予約権の条件に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項並びにその他の新株予約権の行使条件
残存新株予約権の条件に準じて決定する。
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②　平成19年12月12日取締役会決議

　
中間会計期間末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 240 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －       　　 －       

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 24,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり     　701(注)１同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年１月１日
至　平成24年12月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 　701
資本組入額　　　 351(注)２

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使
は認められない。

(2) 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいて、当社もしくは当
社の子会社・関連会社の
取締役もしくは従業員た
る地位にあることを要す
る。ただし、新株予約権を
行使することができる期
間の到来後に、任期満了
による退任又は定年退職
により係る地位を喪失し
た場合には、喪失後２年
間に限り権利行使を認め
る。

(3) 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人はこれを
行使できないものとす
る。

(4) その他の権利行使の条件
は、新株予約権発行の取
締役会決議において定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得
については、取締役会の承認
を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）３ 同左

(注) １. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額は、行使価額に付与株式数を乗じた金額とする。
　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ
り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行及び自己株式の処分（新株予約権の行使によるものを除く）を行う
場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式に係る自
己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に読み替えるものとする。
また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて
行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。

２. なお、上記(注)１に定める１株当たりの行使価額が調整された場合の資本組入額は調整後の行使価額に0.5を
乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。

３．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。以下同じ。）、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転
（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合の新株予約権の取扱い
当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転をする場合、合併後存続する株式会社又は合併によ
り設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継す
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る株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式
会社、又は、株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以
下の方針にて交付するものとする。ただし、以下の方針に沿う記載のある吸収合併契約、新設合併契約、吸収分
割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画の承認議案につき当社株主総会の承認を受けた場合に
限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。
(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の条件に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法は、組織再編行為の条件等を勘案の
うえ、上記（注）１に準じて決定する。

(5) 新株予約権を行使することのできる期間
上記表中に定める新株予約権を行使することのできる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のい
ずれか遅い日から、上記表中に定める新株予約権を行使することのできる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
残存新株予約権の条件に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項並びにその他の新株予約権の行使条件
残存新株予約権の条件に準じて決定する。
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(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年９月１日～
平成20年２月29日
（注）

138,30034,719,90014,703 958,706 14,565 901,736

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明光株式会社 東京都練馬区上石神井２丁目31－３ 5,064,000 14.58

株式会社ベネッセコーポレー

ション
岡山県岡山市南方３丁目７－17 4,863,500 14.01

渡邉　弘毅 埼玉県所沢市 3,894,600 11.22

奥井　世志子 東京都練馬区 1,892,800 5.45

クレディット　スイス（ホンコ
ン）リミテッド
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

45TH AND 46TH FLOORS.TWO
EXCHANGE SQUARE.8
CONNAGHT PLACE.CENTRAL.HONG KONG
（東京都品川区東品川２丁目３－14）

1,184,300 3.41

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 852,200 2.45

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 773,500 2.23

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク
（常任代理人　モルガン・スタン
レー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,
NEW YORK 10036,U.S.A
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３）

653,700 1.88

バンク　オブ　ニユーヨーク　ジー
シーエム　クライアント　
アカウンツ　イー　アイエスジー
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行決済事業部）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

562,000 1.62

ビービーエイチ　ボストン
フオー　ノムラ　ジヤパン 
スモーラー　キヤピタライゼイシ
ヨン　フアンド
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店)

180 MAIDEN LANE, NEW YORK,
NEW YORK 10038 U.S.A
(東京都中央区日本橋３丁目11－１)

533,300 1.54

計 － 20,273,90058.39

(注)１．上記のほか、1,473,573株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.24％)を自己株式として所有しておりま

す。

２．前事業年度末現在主要株主であった株式会社東京個別指導学院は、当中間期末では主要株主ではなくなり、株式

会社ベネッセコーポレーションが新たに主要株主となりました。

３．野村證券株式会社及びその共同保有者である野村アセットマネジメント株式会社から、平成19年12月21日付で

提出された大量保有報告書に係る変更報告書により、平成19年12月14日現在で以下のとおり株式を保有してい

る旨の報告を受けておりますが、当社として当中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況に含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有
割合(％)

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都中央区日本橋１丁目12－１ 株式  1,887,1005.44
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）      
普通株式     1,473,500 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式    33,245,900 332,420 －

単元未満株式 普通株式           500 － －

発行済株式総数 34,719,900 － －

総株主の議決権 － 332,420 －

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,900株含まれております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数39個が含まれておりません。

　

② 【自己株式等】

平成20年２月29日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社明光ネットワーク
ジャパン

東京都豊島区池袋
２丁目43－１

1,473,500 － 1,473,5004.24

計 － 1,473,500 － 1,473,5004.24

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高(円) 670 694 682 669 620 623

最低(円) 607 651 632 577 522 550

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

勝沼　一成
取締役

（リスク管理部長）
取締役

（総務部長兼リスク管理部長）
平成20年３月３日
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第５ 【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年９月１日から平成19年２月28

日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、並びに金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)の中間財務諸

表については、新日本監査法人により中間監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第23期中間会計期間の中間財務諸表　みすず監査法人

　第24期中間会計期間の中間財務諸表　新日本監査法人

　

３．中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　
前中間会計期間末
(平成19年２月28日)

当中間会計期間末
(平成20年２月29日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,711,320 5,389,688 4,917,735

　２　売掛金 723,290 753,778 636,151

　３　有価証券 500,000 1,324,014 500,000

　４　たな卸資産 65,950 73,266 78,405

　５　前払費用 65,243 96,927 95,502

　６　繰延税金資産 149,800 145,968 142,184

　７　その他 12,965 32,017 32,687

　８　貸倒引当金 △20,117 △31,509 △31,905

　　流動資産合計 5,208,45352.9 7,784,15164.2 6,370,76156.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 97,782 102,890 96,516

　　(2) 器具備品 66,553 74,504 75,384

　　(3) 土地 18,486 18,486 18,486

　　　有形固定資産合計 182,821 1.9 195,880 1.6 190,387 1.7

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 93,880 81,916 90,386

　　(2) ソフトウェア
　　　　仮勘定

81,750 158,328 176,638

　　(3) その他 17,979 17,833 17,615

　　　無形固定資産合計 193,609 2.0 258,078 2.1 284,640 2.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 2,372,174 1,805,556 2,464,923

　　(2) 関係会社株式 43,328 43,328 43,328

　　(3) 長期前払費用 5,898 9,635 6,952

　　(4) 繰延税金資産 294,912 469,773 367,638

　　(5) 敷金・保証金 432,409 443,504 424,995

　　(6) 投資不動産 ※２ 776,964 765,323 773,578

　　(7) 長期性預金 328,000 352,000 340,000

　　(8) その他 20 20 20

　　　投資その他の資産
　　　合計

4,253,709 43.23,889,141 32.14,421,435 39.3

　　固定資産合計 4,630,14047.1 4,343,10035.8 4,896,46343.5

　　資産合計 9,838,593100.0 12,127,252100.0 11,267,225100.0
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　 前中間会計期間末
(平成19年２月28日)

当中間会計期間末
(平成20年２月29日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 237,085 230,480 58,301

　２　一年以内返済予定
　　  の長期借入金

－ 566,400 566,400

　３　未払費用 448,696 439,752 337,988

　４　未払法人税等 650,884 751,900 594,000

　５　賞与引当金 169,218 172,249 177,468

　６　役員賞与引当金 11,450 － 22,900

　７　その他 273,610 354,076 232,765

　　流動負債合計 1,790,94618.2 2,514,85820.8 1,989,82317.6

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 － 708,800 992,000

　２　退職給付引当金 264,979 302,086 285,532

　３　役員退職慰労金
　　　引当金

128,470 139,340 135,130

　４　預り保証金 60,555 51,949 60,555

　　固定負債合計 454,0054.6 1,202,1769.9 1,473,21713.1

　　負債合計 2,244,95122.8 3,717,03430.7 3,463,04130.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 939,2179.5 958,7067.9 944,0038.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 882,414 901,736 887,171

　　　資本剰余金合計 882,4149.0 901,7367.4 887,1717.9

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 54,482 54,482 54,482

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 4,647,000 5,547,000 4,647,000

　　　　繰越利益剰余金 1,224,281 1,383,185 1,687,161

　　　利益剰余金合計 5,925,76360.2 6,984,66757.6 6,388,64356.7

　４　自己株式 △82,849△0.8 △327,467△2.7 △321,601△2.9

　　株主資本合計 7,664,54577.9 8,517,64370.2 7,898,21770.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

△71,146△0.7 △109,234△0.9 △94,967△0.8

　　評価・換算差額等
　　合計

△71,146△0.7 △109,234△0.9 △94,967△0.8

Ⅲ　新株予約権 243 0.0 1,8090.0 933 0.0

　　純資産合計 7,593,64277.2 8,410,21869.3 7,804,18369.3

　　負債純資産合計 9,838,593100.0 12,127,252100.0 11,267,225100.0

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

半期報告書

24/57



② 【中間損益計算書】

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度の要約損益計算書
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 5,129,818100.0 5,592,800100.0 10,386,465100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 2,858,57455.7 3,005,94653.7 5,742,99655.3

　　　売上総利益 2,271,24344.3 2,586,85346.3 4,643,46944.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 894,41317.5 992,04117.8 2,016,93019.4

　　　営業利益 1,376,82926.8 1,594,81228.5 2,626,53925.3

Ⅳ　営業外収益 ※２ 70,9421.4 101,9631.8 165,7261.6

Ⅴ　営業外費用
※
1、3

13,5410.2 113,4852.0 48,3480.5

　　　経常利益 1,434,23128.0 1,583,29028.3 2,743,91626.4

Ⅵ　特別利益 ※４ － － 15,0000.3 7,8830.1

Ⅶ　特別損失 ※５ 922 0.1 95,3351.7 124,1281.2

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

1,433,30827.9 1,502,95426.9 2,627,67225.3

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

633,987 738,120 1,213,399

　　　法人税等調整額 △23,214610,77311.9△96,126641,99411.5△71,9741,141,42411.0

　　　中間(当期)純利益 822,53516.0 860,96015.4 1,486,24714.3
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年８月31日残
高(千円)

936,594879,82054,4823,727,0001,723,0735,504,555△82,8497,238,120

中間会計期間中の変
動額

　新株の発行
　（新株予約権の
　行使）

2,622 2,594 5,217

　別途積立金の
  積立て

920,000△920,000 － －

　剰余金の配当 △401,327△401,327 △401,327

　中間純利益 822,535822,535 822,535

　株主資本以外の
　項目の中間会計
　期間中の変動額
　（純額）

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

2,622 2,594 － 920,000△498,792421,207 － 426,424

平成19年２月28日残

高(千円)
939,217882,41454,4824,647,0001,224,2815,925,763△82,8497,664,545

　

評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年８月31日残
高(千円)

△59,360 － 7,178,759

中間会計期間中の変
動額

　新株の発行
　（新株予約権の
　行使）

5,217

　別途積立金の
  積立て

－

　剰余金の配当 △401,327

　中間純利益 822,535

　株主資本以外の
　項目の中間会計
　期間中の変動額
　（純額）

△11,785 243 △11,542

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

△11,785 243 414,882

平成19年２月28日残
高(千円)

△71,146 2437,593,642

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

半期報告書

26/57



当中間会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年８月31日残
高(千円)

944,003887,17154,4824,647,0001,687,1616,388,643△321,6017,898,217

中間会計期間中の変
動額

　新株の発行
　（新株予約権の
　行使）

14,70314,565 29,268

　別途積立金の
  積立て

900,000△900,000 － －

　剰余金の配当 △264,936△264,936 △264,936

　中間純利益 860,960860,960 860,960

  自己株式の取得 △5,866△5,866

　株主資本以外の
　項目の中間会計
　期間中の変動額
　（純額）

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

14,70314,565 － 900,000△303,976596,023△5,866619,425

平成20年２月29日残
高(千円)

958,706901,73654,4825,547,0001,383,1856,984,667△327,4678,517,643

　

評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年８月31日残
高(千円)

△94,967 9337,804,183

中間会計期間中の変
動額

　新株の発行
　（新株予約権の
　行使）

29,268

　別途積立金の
  積立て

－

　剰余金の配当 △264,936

　中間純利益 860,960

　自己株式の取得 △5,866

　株主資本以外の
　項目の中間会計
　期間中の変動額
　（純額）

△14,267 876 △13,390

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

△14,267 876 606,035

平成20年２月29日残
高(千円)

△109,2341,8098,410,218
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前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年８月31日残
高(千円)

936,594879,82054,4823,727,0001,723,0735,504,555△82,8497,238,120

事業年度中の変動額

　新株の発行
　（新株予約権の
　行使）

7,408 7,351 14,760

　別途積立金の
  積立て

920,000△920,000 － －

　剰余金の配当 △602,159△602,159 △602,159

　当期純利益 1,486,2471,486,247 1,486,247

  自己株式の取得 △238,751△238,751

　株主資本以外の
　項目の事業年度
　中の変動額
　（純額）

事業年度中の
変動額合計(千円)

7,408 7,351 － 920,000△35,912884,087△238,751660,096

平成19年８月31日残
高(千円)

944,003887,17154,4824,647,0001,687,1616,388,643△321,6017,898,217

　

評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年８月31日残
高(千円)

△59,360 － 7,178,759

事業年度中の変動額

　新株の発行
  （新株予約権の
　行使）

14,760

　別途積立金の
  積立て

－

　剰余金の配当 △602,159

　当期純利益 1,486,247

　自己株式の取得 △238,751

　株主資本以外の
　項目の事業年度
　中の変動額
　（純額）

△35,606 933 △34,673

事業年度中の
変動額合計(千円)

△35,606 933 625,423

平成19年８月31日残
高(千円)

△94,967 9337,804,183
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間

(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度のキャッシュ
・フロー計算書

(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税引前中間(当期)純利益 1,433,308 1,502,954 2,627,672

　　　減価償却費 31,338 54,153 61,474

　　　貸倒引当金の増減額(減少：△) 5,957 △396 17,745

　　　賞与引当金の増減額(減少：△) △7,785 △5,219 464

　　　役員賞与引当金の増減額
　　　(減少：△)

△11,050 △22,900 400

　　　退職給付引当金の増減額
　　　(減少：△)

18,715 16,553 39,268

　　　役員退職慰労金引当金の増減額
　　　(減少：△)

△2,090 4,210 4,570

　　　受取利息及び受取配当金 △18,585 △44,900 △55,808

      支払利息 － 11,325 12,005

　　　賃貸料収入 △48,222 △46,385 △94,843

　　　違約金収入 △748 － △4,227

　　　賃貸料原価 12,407 12,661 31,556

      その他の関係会社有価証券売却益 － △15,000 －

　　　固定資産除却損 922 44,920 6,815

      投資有価証券評価損 － 137,115 117,313

      投資事業組合運用損益 631 － 109

　　　売上債権の増減額(増加：△) △186,956 △117,626 △99,817

　　　たな卸資産の増減額(増加：△) 18,795 5,139 6,340

　　　仕入債務の増減額(減少：△) 168,661 172,178 △10,122

　　　未払消費税等の増減額(減少：△) △12,601 21,348 △12,449

　　　未払費用の増減額(減少：△) 135,774 102,883 20,164

　　　その他資産の増減額(増加：△) 6,710 △1,295 △41,906

　　　その他負債の増減額(減少：△) 1,769 80,347 123

　　　その他 △670 △1,100 4,782

　　　　　小計 1,546,283 1,910,967 2,631,631

　　　利息及び配当金の受取額 15,525 45,440 47,664

　　　利息の支払額 － △12,444 △7,103

　　　違約金の受取額 750 － 4,977

　　　法人税等の支払額 △528,547 △582,556 △1,163,952

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,034,011 1,361,406 1,513,216
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前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間

(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度のキャッシュ
・フロー計算書

(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出 △499,217 － －

　　　有価証券の償還による収入 700,000 － 700,000

　　　有形固定資産の取得による支出 △23,932 △21,358 △97,995

　　　有形固定資産の売却による収入 63 － 1,044

      無形固定資産の取得による支出 △84,917 △40,556 △190,358

      無形固定資産の売却による収入 145 － 509

　　　投資有価証券の取得による支出 △974,455 △102,000 △1,274,455

      投資有価証券の売却による収入 － － 48,377

　    その他の関係会社有価証券の売却
      による収入

－ 15,000 －

　　　差入保証金の差入による支出 △11,823 △21,995 △16,551

　　　差入保証金の返還による収入 8,863 2,314 20,616

　　　定期預金の純増減額(増加：△) 388,000 △112,000 1,076,000

　　　その他 44,668 41,697 79,868

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △452,605 △238,899 347,054

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

      長期借入れによる収入 － － 1,700,000

      長期借入金の返済による支出 － △283,200 △141,600

　　　株式の発行による収入 5,217 29,268 14,760

      自己株式の取得による支出 － △5,866 △238,751

　　　配当金の支払額 △399,567 △266,756 △601,208

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △394,350 △526,554 733,200

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額
　　(減少額：△)

187,055 595,953 2,593,470

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 1,274,264 3,867,735 1,274,264

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
　　(期末)残高

※１ 1,461,320 4,463,688 3,867,735
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

１．資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法(定額法)に

よっております。

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

同左

　　関連会社株式

　　　移動平均法による原価

法によっております。

　　関連会社株式

同左

　　関連会社株式

同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)によっておりま

す。

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)によっておりま

す。なお、組込デリバ

ティブの時価を区分

して測定することが

できない複合金融商

品については、全体

を時価評価し、評価

差額を損益に計上し

ております。

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価

差額は全部純資産直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定)に

よっております。

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価

法によっておりま

す。

　　　時価のないもの

        移動平均法による

原価法によっており

ます。

　　　時価のないもの

        移動平均法による

原価法によっており

ます。

　　　　なお、投資事業有限責

任組合への出資(証

券取引法第２条第２

項により有価証券と

みなされるもの)に

ついては、投資事業

有限責任組合契約に

規定される決算報告

日に応じて入手可能

な決算書を基礎と

し、純資産の持分相

当額を取り込む方法

によっております。

        なお、投資事業有

限責任組合への出資

（証券取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるも

の）については、投

資事業有限責任組合

契約に規定される決

算報告日に応じて入

手可能な決算書を基

礎とし、純資産の持

分相当額を取り込む

方法によっておりま

す。

(2) たな卸資産

　　商品

      総平均法による原価

法によっております。

(2) たな卸資産

　　商品

同左

(2) たな卸資産

　　商品

同左

　　貯蔵品

      総平均法による原価

法によっております。

　　貯蔵品

同左

　　貯蔵品

同左　　

　

EDINET提出書類

株式会社明光ネットワークジャパン(E04981)

半期報告書

31/57



　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

２．固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産及び投資

不動産

　　定率法によっておりま

す。

　　ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては定額法によっており

ます。

　　なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。

　　建物　　　８年～47年

　　器具備品　４年～15年

(1) 有形固定資産及び投資

不動産

イ．建物（附属設備を除

く）

　　平成10年３月31日以前に

取得したものについて

は、法人税法に規定する

旧定率法によっておりま

す。平成10年４月１日か

ら平成19年３月31日まで

に取得したものについて

は、法人税法に規定する

旧定額法によっておりま

す。平成19年４月１日以

降に取得したものについ

ては、法人税法に規定す

る定額法によっておりま

す。

ロ．建物以外

    平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、法人税法に規定する

旧定率法によっておりま

す。平成19年４月１日以

降に取得したものについ

ては、法人税法に規定す

る定率法によっておりま

す。

    なお、主な耐用年数は、

以下のとおりでありま

す。

    建物     ８年～47年

    器具備品 ４年～15年

(1) 有形固定資産及び投資

不動産

イ．建物（附属設備を除

く）

同左

 

ロ．建物以外

         同左

 

    

    

   

(2) 無形固定資産

　　自社利用のソフトウェア

については、社内におけ

る利用可能期間(２年又

は５年)に基づく定額法

によっております。

(2) 無形固定資産

    自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によって

おります。

(2) 無形固定資産

    自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(２年

又は５年)に基づく定額

法によっております。

(3) 長期前払費用

　　定額法によっておりま

す。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左
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(2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上

しております。

(3) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当中間

会計期間の負担額を計上

しております。

(3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を

計上しております。

    なお、当中間会計期間

においては、支給基準を

見直した結果、支給見込

額を合理的に見積もるこ

とが困難なため計上して

おりません。

(3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に充て

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。

　　数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額

法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理すること

としております。

(4) 退職給付引当金

         同左

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に充て

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　　数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額

法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理すること

としております。

(5) 役員退職慰労金引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に充てるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末

要支給額の100％を基準

とする年間繰入見積額の

２分の１を計上しており

ます。

(5) 役員退職慰労金引当金

同左

(5) 役員退職慰労金引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に充てるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末

要支給額の100％を計上

しております。

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

４．リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 ───── ① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。

① ヘッジ会計の方法
同左
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② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

③ ヘッジ方針
同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しているため、中間決算日

における有効性の評価を省

略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しているため、決算日にお

ける有効性の評価を省略し

ております。

６．中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同左 同左

７．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

　　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債「その他」

に含めて表示しておりま

す。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

─────
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

（たな卸資産の評価方法の変更）

　たな卸資産の評価方法について、従

来、商品については先入先出法によ

る原価法を採用し、貯蔵品について

は最終仕入原価法による原価法を採

用しておりましたが、当中間会計期

間より、商品及び貯蔵品とも総平均

法による原価法を採用しておりま

す。この変更は、事務処理の迅速化・

効率化の一環として、新会計システ

ムの導入を行ったことを機に、より

期間損益計算の適正化を図ることを

目的として行ったものであります。

　なお、この変更による影響は軽微で

あります。

───── （たな卸資産の評価方法の変更）

　たな卸資産の評価方法について、従

来、商品については先入先出法によ

る原価法を採用し、貯蔵品について

は最終仕入原価法による原価法を採

用しておりましたが、当事業年度よ

り、商品及び貯蔵品とも総平均法に

よる原価法を採用しております。こ

の変更は、事務処理の迅速化・効率

化の一環として、新会計システムの

導入を行ったことを機に、より期間

損益計算の適正化を図ることを目的

として行ったものであります。

　なお、この変更による影響は軽微で

あります。

（ストック・オプション等に関する

会計基準）

　当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月27日　企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成18年５月31日　企業会

計基準適用指針第11号）を適用して

おります。

  この結果、販売費及び一般管理費

の株式報酬費用が243千円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前中間純

利益が同額減少しております。

───── （ストック・オプション等に関する

会計基準）

　当事業年度より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第８号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成18年５月31日　企業会計基準適

用指針第11号）を適用しておりま

す。

  この結果、販売費及び一般管理費

の株式報酬費用が933千円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純

利益が同額減少しております。

───── ───── （固定資産の減価償却方法の変更）

  平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第

83号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

  なお、この変更による影響は軽微

であります。
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追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

───── （有形固定資産及び投資不動産の減

価償却の方法）

  法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産及び投資不動産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

  なお、この変更による影響は軽微

であります。

─────

　

　
注記事項

(中間貸借対照表関係）

　
前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度末
（平成19年８月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

164,292千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

175,196千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

160,105千円

※２ 投資不動産の減価償却累計額

69,138千円

※２ 投資不動産の減価償却累計額

86,003千円

※２ 投資不動産の減価償却累計額

77,749千円

  ３      ─────   ３ 偶発債務

  平成19年12月27日付で、当社シス

テムの開発に関するコンサルティン

グ業務委託契約及び開発請負契約の

相手方当事者である株式会社リアル

ナレッジより、未払いのコンサル

ティング報酬とシステム開発請負代

金合計112,428千円の支払請求訴訟

の提起を受けました。

  当社は、上記訴訟の提起を受ける

のに先立ち、同社とのコンサルティ

ング契約及び開発請負契約を解除

し、同社に対して、支払い済みのコン

サルティング報酬及びシステム開発

請負代金の返還並びに同社の債務不

履行に基づく損害賠償を請求してお

ります。今後において当社は、裁判で

当社の正当性を主張し争っていく方

針であります。

  ３       ─────
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(中間損益計算書関係）

　

前中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 13,344千円

無形固定資産 16,582千円

投資不動産 8,397千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 15,090千円

無形固定資産 11,070千円

投資不動産 8,254千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 30,164千円

無形固定資産 25,157千円

投資不動産 17,007千円

※２　営業外収益の主な内訳

受取利息 6,026千円

     ─────

受取配当金 8,918千円

賃貸料収入 48,222千円

※２　営業外収益の主な内訳

受取利息 7,566千円

有価証券利息 22,163千円

受取配当金 15,169千円

賃貸料収入 46,385千円

※２　営業外収益の主な内訳

受取利息 13,138千円

有価証券利息 15,336千円

受取配当金 26,259千円

賃貸料収入 94,843千円

※３　営業外費用の主な内訳

     ─────

     ─────

賃貸料原価 12,407千円

※３　営業外費用の主な内訳

支払利息 11,325千円

投資有価証券
評価損

86,700千円

賃貸料原価 12,661千円

※３　営業外費用の主な内訳

支払利息 12,005千円

     ─────

賃貸料原価 31,556千円

※４　特別利益の主な内訳

     ─────

     ─────

※４　特別利益の主な内訳

その他の関係
会社有価証券
売却益

15,000千円

     ─────

※４　特別利益の主な内訳

     ─────

過年度給与諸
手当戻入額

7,883千円

※５　特別損失の主な内訳

　　　有形固定資産除却損

  建物 593千円

  器具備品 329千円

─────

─────

※５　特別損失の主な内訳

           ─────

     ─────

     ─────

投資有価証券
評価損

50,415千円

ソフトウェア
除却損

44,920千円

※５　特別損失の主な内訳

　　　有形固定資産除却損

  建物 5,610千円

  器具備品 1,204千円

投資有価証券
評価損

117,313千円

─────

　

次へ
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日)

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

    前事業年度末
    株式数（株）

   当中間会計期間
   増加株式数（株）

   当中間会計期間
   減少株式数（株）

  当中間会計期間末
  株式数（株）

発行済株式

　普通株式（注） 34,524,000 28,200 － 34,552,200

合計 34,524,000 28,200 － 34,552,200

自己株式

　普通株式 1,080,073 － － 1,080,073

合計 1,080,073 － － 1,080,073

（注）普通株式の発行済株式総数の増加28,200株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間会計
期間末残高
（千円）前事業年度末

当中間会計期
間増加

当中間会計期
間減少

当中間会計期
間末

ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

－ － － － － 243

　

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月22日
定時株主総会

普通株式 401,327 12平成18年８月31日平成18年11月24日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月12日
取締役会

普通株式 200,832利益剰余金 ６ 平成19年２月28日平成19年５月14日
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当中間会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

    前事業年度末
    株式数（株）

   当中間会計期間
   増加株式数（株）

   当中間会計期間
   減少株式数（株）

  当中間会計期間末
  株式数（株）

発行済株式

　普通株式（注）１ 34,581,600 138,300 － 34,719,900

合計 34,581,600 138,300 － 34,719,900

自己株式

　普通株式（注）２ 1,464,573 9,000 － 1,473,573

合計 1,464,573 9,000 － 1,473,573

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加138,300株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加9,000株は、市場買付けによる増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間会計
期間末残高
（千円）前事業年度末

当中間会計期
間増加

当中間会計期
間減少

当中間会計期
間末

ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

－ － － － － 1,809

　

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年10月26日
取締役会

普通株式 264,936 ８ 平成19年８月31日平成19年11月26日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月10日
取締役会

普通株式 232,724利益剰余金 ７ 平成20年２月29日平成20年５月12日
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前事業年度(自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日)

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

    前事業年度末
    株式数（株）

   当事業年度増加
   株式数（株）

   当事業年度減少
　 株式数（株）

  　当事業年度末
  　株式数（株）

発行済株式

　普通株式（注）１ 34,524,000 57,600 － 34,581,600

合計 34,524,000 57,600 － 34,581,600

自己株式

　普通株式（注）２ 1,080,073 384,500 － 1,464,573

合計 1,080,073 384,500 － 1,464,573

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加57,600株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加384,500株は、市場買付けによる増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業年度末
残高
（千円）前事業年度末

当事業年度増
加

当事業年度減
少

当事業年度末

ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

－ － － － － 933

　

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月22日
定時株主総会

普通株式 401,327 12平成18年８月31日平成18年11月24日

平成19年４月12日
取締役会

普通株式 200,832 ６ 平成19年２月28日平成19年５月14日

　

　(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月26日
取締役会

普通株式 264,936利益剰余金 ８ 平成19年８月31日平成19年11月26日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年２月28日現在)

(千円) 

(平成20年２月29日現在)

(千円)

(平成19年８月31日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 3,711,320

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△2,250,000

現金及び現金同等物 1,461,320

　

現金及び預金勘定 5,389,688

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,650,000

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する短期投資（有価
証券）

724,000

現金及び現金同等物 4,463,688

　

現金及び預金勘定 4,917,735

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,550,000

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する短期投資（有価
証券）

500,000

現金及び現金同等物 3,867,735
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

当中間会計期間におけるリース取

引は重要性に乏しく、リース契約一

件当たりの金額が少額なため、記載

を省略しております。

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得
価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末残高
相当額
(千円)

器具
備品

12,17311,807365

取得
価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末
残高
相当額
(千円)

器具
備品

12,17312,173－

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 391千円

１年超 －千円

合計 391千円

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 891千円

減価償却費相当額 841千円

支払利息相当額 ９千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,285千円

減価償却費相当額 1,207千円

支払利息相当額 11千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

４．減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

５．利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年２月28日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

時価のある満期保有目的の債券は所有しておりませんので、該当事項はありません。

　

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりませんので、該当事項はありません。

　

３．その他有価証券で時価のあるもの
　

取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

  株式 1,179,981 1,057,576 △122,405

その他 208,032 210,461 2,428

合計 1,388,014 1,268,037 △119,976

　

４．時価評価されていない主な有価証券の内容
　

中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

      利付金融債 699,943

　　　コマーシャル・ペーパー 500,000

　　　非上場円建外国債券 350,000

(2) その他有価証券

　　　非上場株式 6,340

　　　投資事業有限責任組合への出資 47,854
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当中間会計期間末(平成20年２月29日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
　

中間貸借対照表計上額
(千円)

時価(千円) 差額(千円)

その他 1,049,588 1,021,683 △27,905

合計 1,049,588 1,021,683 △27,905

　

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりませんので、該当事項はありません。

　

３．その他有価証券で時価のあるもの
　

取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

  株式 1,010,515 832,319 △178,196

その他 610,032 517,322 △92,710

合計 1,620,548 1,349,641 △270,906

（注）「その他」の中には、複合金融商品が含まれており、その評価差額△86,700千円を営業外費用に計上しておりま

す。

　

４．時価評価されていない主な有価証券の内容
　

中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

      利付金融債 699,588

　　　コマーシャル・ペーパー 724,000

　　　非上場円建外国債券 350,000

(2) その他有価証券

　　　非上場株式 6,340
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前事業年度末(平成19年８月31日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

その他 1,349,765 1,260,595 △89,170

合計 1,349,765 1,260,595 △89,170

　

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりませんので、該当事項はありません。

　

３．その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 1,060,931 898,722 △162,208

その他 208,032 210,094 2,062

合計 1,268,963 1,108,817 △160,146

　

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

貸借対照表計上額(千円)

(1)満期保有目的の債券

　　 利付金融債 699,765

     コマーシャル・ペーパー 500,000

     非上場円建外国債券 650,000

(2)その他有価証券

     非上場株式 6,340
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(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末(平成19年２月28日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　

当中間会計期間末(平成20年２月29日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　デリバティブ取引については、以下のとおりであります。

　

種類 契約額等(千円)
契約額等のうち
１年超(千円)

時価(千円) 評価損益(千円)

市場取引以外の取引
複合金融商品

300,000 300,000 213,300 △86,700

合計 300,000 300,000 213,300 △86,700

(注) １. 時価の算定方法については、取引金融機関より提示された価格等に基づき算定しております。

２．組込デリバティブについて、時価の測定を合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価

評価し、評価差額を損益に計上しております。

３．契約額等については、当該複合金融商品の購入金額を記載しております。

４．金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。

　

前事業年度末(平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いて

おります。
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(ストック・オプション等関係)

　
前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　243千円

　

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容

平成18年12月ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　１名
当社従業員　15名

株式の種類別のストック・オプションの付

与数
普通株式　27,000株

付与日 平成18年12月28日

権利確定条件
付与日（平成18年12月28日）以降、権利確定日（平成20年12月31
日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成18年12月28日
至　平成20年12月31日

権利行使期間

自　平成21年１月１日
至　平成23年12月31日
なお、権利確定後退任又は退職した場合は権利行使できない。ただ
し、任期満了による退任又は定年退職により係る地位を喪失した場
合は、喪失後２年間に限り権利行使を認める。

権利行使価格（円） 608.00

付与日における公正な評価単価（円） 112.25

　

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　876千円

　

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容

平成19年12月ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　１名
当社従業員　14名

株式の種類別のストック・オプションの付

与数
普通株式　24,000株

付与日 平成19年12月27日

権利確定条件
付与日（平成19年12月27日）以降、権利確定日（平成21年12月31
日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成19年12月27日
至　平成21年12月31日

権利行使期間

自　平成22年１月１日
至　平成24年12月31日
なお、権利確定後退任又は退職した場合は権利行使できない。ただ
し、任期満了による退任又は定年退職により係る地位を喪失した場
合は、喪失後２年間に限り権利行使を認める。

権利行使価格（円） 701.00

付与日における公正な評価単価（円） 82.07
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前事業年度(自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日)

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

  販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　　933千円

　

２．当事業年度において存在したストック・オプションの内容
　

平成14年11月ストック・オプション平成15年11月ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 ５名
当社従業員　 59名

当社取締役　 １名
当社従業員　 13名

株式の種類別のストック・オプショ

ンの付与数（注）
普通株式  1,296,000株 普通株式　174,000株

付与日 平成14年11月25日 平成15年11月26日

権利確定条件
付与日（平成14年11月25日）以降、
権利確定日（平成16年11月30日）ま
で継続して勤務していること。

付与日（平成15年11月26日）以降、
権利確定日（平成17年11月30日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成14年11月25日
至　平成16年11月30日

自　平成15年11月26日
至　平成17年11月30日

権利行使期間

自　平成16年12月１日
至　平成19年11月24日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、任
期満了による退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場合は、喪失
後２年間に限り権利行使を認める。

自　平成17年12月１日
至　平成20年11月25日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、任
期満了による退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場合は、喪失
後２年間に限り権利行使を認める。

権利行使価格（円） 185.00 311.00

付与時における公正な評価単価(円) － －

　

平成16年11月ストック・オプション平成17年11月ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 １名
当社従業員　293名

当社取締役   ３名
当社従業員   21名

株式の種類別のストック・オプショ

ンの付与数（注）
普通株式　1,047,000株 普通株式　67,000株

付与日 平成16年11月26日 平成17年11月25日

権利確定条件
付与日（平成16年11月26日）以降、
権利確定日（平成18年11月30日）ま
で継続して勤務していること。

付与日（平成17年11月25日）以降、
権利確定日（平成19年11月30日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成16年11月26日
至　平成18年11月30日

自　平成17年11月25日
至　平成19年11月30日

権利行使期間

自　平成18年12月１日
至　平成21年11月25日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、任
期満了による退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場合は、喪失
後２年間に限り権利行使を認める。

自　平成19年12月１日
至　平成22年11月24日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、任
期満了による退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場合は、喪失
後２年間に限り権利行使を認める。

権利行使価格（円） 557.00 648.00

付与時における公正な評価単価(円) － －

　

平成18年12月ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 １名
当社従業員　 15名

株式の種類別のストック・オプショ

ンの付与数
普通株式　27,000株

付与日 平成18年12月28日

権利確定条件
付与日（平成18年12月28日）以降、
権利確定日（平成20年12月31日）ま
で継続して勤務していること。

対象勤務期間
自　平成18年12月28日
至　平成20年12月31日
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権利行使期間

自　平成21年１月１日
至　平成23年12月31日
なお、権利確定後退任又は退職した
場合は権利行使できない。ただし、任
期満了による退任又は定年退職によ
り係る地位を喪失した場合は、喪失
後２年間に限り権利行使を認める。

権利行使価格（円） 608.00

付与時における公正な評価単価(円) 112.25

（注）上記表に記載された株式数は、平成16年４月20日付株式分割（株式１株につき２株）、平成17年４月20日付株式

分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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(持分法損益等)

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

関連会社に対する投資の金額
(千円)

43,328 43,328 43,328

持分法を適用した場合の投資の
金額(千円)

40,617 44,474 37,305

持分法を適用した場合の投資利益
又は損失(△)の金額(千円)

△2,710 7,169 △6,022

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

　該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

    該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
　

前中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

１株当たり純資産額 226.86円
１株当たり
中間純利益金額

24.58円

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額

24.46円

１株当たり純資産額 252.91円
１株当たり
中間純利益金額

25.94円

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額

25.84円

１株当たり純資産額 235.63円
１株当たり
当期純利益金額

44.52円

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

44.27円

(注)　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益(千円) 822,535 860,960 1,486,247

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

822,535 860,960 1,486,247

期中平均株式数(株) 33,458,105 33,195,017 33,384,892

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額(千円) － － －

普通株式増加数(株) 171,969 127,805 190,638

(うち新株予約権(株)) (171,969) (127,805) (190,638)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概
要

 

平成17年11月新株予約
権（新株予約権の数
600個）、
平成18年12月新株予約
権（新株予約権の数
250個）
なお、これらの概要は
「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。

平成17年11月新株予約
権（新株予約権の数
440個）、
平成19年12月新株予約
権（新株予約権の数
240個）
なお、これらの概要は
「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。

平成17年11月新株予約
権（新株予約権の数
590個）
なお、これらの概要は
「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。
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(重要な後発事象)

前中間会計期間(自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日)

　

１．自己株式を取得することの取締役会決議

平成19年３月14日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づ

き、自己株式を取得することを決議いたしました。

　当該概要は次のとおりであります。

　

(1) 自己株式の取得を行う理由

株主資本を圧縮し資本効率の改善による自己資本利益率の向上、並びに１株当たり当期純利益の

算定に用いられる株式数を減少させ、１株当たりの収益性の向上を図り株式価値を高めること、更

に、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とすることを目的として、自己株式を取得す

るものであります。

　

(2) 取得の内容

　　　　　① 取得する株式の種類      普通株式

　　　　　② 取得する株式の総数　　  5,000,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数に対する割合 14.47％）

　　　　　③ 株式の取得価額の総額　　3,500,000千円（上限）

　　　　　④ 取得する期間　        　平成19年３月15日～平成19年11月22日

          ⑤ 取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

　

２．資金の借入れ

平成19年３月14日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年３月22日付で総額1,700,000千円の借入

れを実施しております。

　当該借入れの内容は次のとおりであります。

　　　　(1) 借入先        　   　 　　　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

　　　　(2) 借入金額        　  　　　　1,700,000千円

　　　　(3) 返済期限　        　 　　　 平成19年６月22日～平成22年３月23日

　　　　(4) 利率　　　          　　　　1.64％

　　　　(5) 担保提供資産又は保証の有無　無

　　　　(6) 資金の使途　        　　　　自己株式の取得に充当

　

当中間会計期間(自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

前へ
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(2) 【その他】

① 中間配当

第２４期（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）中間配当については、平成20年４月10日開

催の取締役会において、平成20年２月29日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(イ)　中間配当金の総額 　  232,724千円

(ロ)　１株当たり中間配当金    ７円00銭

(ハ)　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年５月12日

　

② 支払請求訴訟

〔中間財務諸表〕の〔注記事項〕の（中間貸借対照表関係）「３偶発債務」に記載のとおりでありま

す。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第23期)(自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日)平成19年11月26日関東財務局長に提

出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成20年１月21日関東財務局長に提出

(3) 自己株券買付状況報告書

報告期間(自　平成19年８月１日　至　平成19年８月31日)平成19年９月12日関東財務局長に提出

報告期間(自　平成19年９月１日　至　平成19年９月30日)平成19年10月５日関東財務局長に提出

報告期間(自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日)平成19年11月９日関東財務局長に提出

報告期間(自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日)平成19年12月11日関東財務局長に提出

(4) 自己株券買付状況報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（3）自己株券買付状況報告書の訂正報告書）

報告期間(自　平成19年９月１日　至　平成19年９月30日)平成20年１月21日関東財務局長に提出

報告期間(自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日)平成20年１月21日関東財務局長に提出

報告期間(自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日)平成20年１月21日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年10月22日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

　

平成19年５月18日

株式会社明光ネットワークジャパン

取　締　役　会　御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　和　　臣　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　崎　　一　　彦　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社明光ネットワークジャパンの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第23期事業年度の

中間会計期間(平成18年９月１日から平成19年２月28日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社明光ネットワークジャパンの平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間(平成18年９月１日から平成19年２月28日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

1.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年３月14日開催の取締役会において、会社法第

459条第１項の規定による定款の定めに基づき、自己株式を取得することを決議している。

2.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年３月14日開催の取締役会の決議に基づき、平

成19年３月22日付で総額1,700,000千円の借入れを実施している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年５月20日

株式会社明光ネットワークジャパン

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　和　　臣　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　崎　　一　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社明光ネットワークジャパンの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第24期

事業年度の中間会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社明光ネットワークジャパンの平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間(平成19年９月１日から平成20年２月29日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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